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区分 ①医療分 ②支援分 ③介護分 

(ｱ) 所得割 

加入者各々の前年中の基礎 

控除後の総所得金額等 

× ９．３４％ 

加入者各々の前年中の基礎 

控除後の総所得金額等 

× ２．６４ ％

40 歳から 64 歳までの加入者各々の 

前年中の基礎控除後の総所得金額等  

× ２．８９ ％

(ｲ) 均等割 １人につき  ２２，１３７円 １人につき   ６，５９８円 
40 歳から 64 歳まで 

の加入者１人につき       ８，３９６円

(ｳ) 世帯割 １世帯につき ２５，７０３円 １世帯につき ７，５１４円 
40 歳から 64 歳まで 

の加入者がいる世帯につき  ６，９６３円 

限度額 ５０万円 １３万円 １０万円 

 

①医療分 
国保加入者の 
医療費のため 

②支援分 
後期高齢者 
医療制度のため 

③介護分 
介護保険のため

＝ ＋ ＋

 ● 国民健康保険料は、世帯単位で計算し、世帯主が保険料の納付義務者となる。 
 ● 保険料は、毎年６月に算定を行い、一年度分の保険料を６月から翌年３月までの１０回で収納する。
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１ 保険料の計算方法 
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【参考 平成 22 年度の保険料率】 

【給与収入と保険料の関係】 

【保険料賦課額階層別の世帯の状況】 
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保険料賦課額 構成割合 

※上記グラフは３人世帯（親 40代２人、子１人）の 22年度保険料をモデルとして作成 
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※保険料は、医療＋支援＋介護［平成 22年６月１日現在］
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※22 年度の保険料率で算定 

 

① 給与収入が 98 万円以下の世帯は、

所得割が賦課されません。 

 

② 低所得世帯は、均等割と世帯割が

減額されます。 

（左図、矢印部分） 

 

③ 保険料には賦課限度額があり、 

医療＋支援＋介護分で 73 万円です。

① 

② 

③ 

減額前の

保険料 
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減額割合 減額の対象となる基準所得額 

７割 
国民健康保険の世帯主と、その世帯に属する被保険者及び特定同一世帯所属者の前年

中の所得の合計が３３万円以下 

５割 
前年中の所得が３３万円＋(２４万５千円×国民健康保険の世帯主を除いた被保険者

及び世帯主以外の特定同一世帯所属者の人数)以下 

２割 
前年中の所得が３３万円＋（３５万円×被保険者数及び特定同一世帯所属者の人数）

以下 

 

● 所得が一定以下の世帯については、均等割と世帯割が減額されます。 

種  類 減 免 事 由 減 免 内 容 

災  害 
災害、風水害、火災等の災害や盗難、横領によ

り、資産の1/3以上の損害を受けた場合 

被害の程度により、被災以後１年以内の保険

料の５０％～１００％を減免 

所得減少 
今年中の見込み所得が４２０万円以下で、その

所得が前年に比べて３０％以上減少する場合

所得減少割合に応じて、所得割額の１０％～

１００％を減免 

低 所 得 
今年中の見込み所得が法定軽減制度の所得基

準に該当する場合 

見込み所得金額に応じて、均等割額・世帯割

額の２０％～７０％を減免 

給付制限 
監獄などに収監され、保険給付を受けられない

期間が１か月を超えてあった場合 
一般の資格喪失に準じて減免 

生活保護 生活保護の適用を受けることになった場合 当該年度の未納保険料を減免 

旧被扶養者 

社会保険などの被用者保険の本人が後期高齢者（長

寿）医療制度の被保険者となったため、その被扶

養者（65歳以上）が国民健康保険に加入する場合

 

・所得割の全額を減免 

・旧被扶養者に係る均等割額の半額までを減免 

・旧被扶養者のみの世帯の場合は、世帯割額の半

額までを減免 

 

２ 保険料の減額、減免等 

① 均等割・世帯割の減額 

 

 

 

 

 

 

② 保険料の減免 

     ● 次の事情により保険料の納付が困難になったときは、申請により保険料の減免を受けられ

る場合があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 非自発的失業者の保険料軽減 

     ● 平成 22 年４月１日から非自発的失業者の保険料が届け出により軽減されるようになりま

した。 

 

軽減基準 

対象者 
平成 21 年 3月 31 日以降に離職した方で雇用保険の「特定受給資格者」または「特

定理由離職者」として失業等給付を受ける方 

軽減額 軽減対象者の前年の給与所得を、その 30/100 として保険料の算定を行う 

軽減期間 

離職日の翌日の属する月から翌年度末まで 

ただし、平成 21 年 3月 31 日から平成 22 年 3月 30 日までに離職した方は、 

平成 22 年度の保険料に限り、軽減の対象となる 
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○  医療給付費等の歳出から国・県負担金や一般会計繰入金等を除いた残りが保険料です。 

   （必要とする保険料収入額を被保険者数で割ったものが「一人当たりの保険料」） 

 

○  当協議会の答申を経た後、最終的な予算は、市議会の議決を経て確定します。その後、前年

の所得が確定する６月に保険料率を算定し告示します。 

<1>　必要な経費から国県等支
　出金や繰入金を差し引き、
　①保険料必要収入額を算定

<4>　<3>で求めた保険料総額を
　それぞれ被保険者数、世帯数、
　所得総額で除して、均等割・
　世帯割額及び所得割料率を
　決定

<3>　賦課総額を賦課割合に応
　じ、③均等割(30)
　　　④世帯割（20)
　　　⑤所得割(50)
　に分け、それぞれの保険料総額
　を算定
　※（　）は条例本則上の割合

<2>　保険料必要収入額を予定
　収納率で割り戻し(②)、減額減免
　分を加算し、賦課総額を算定

 

一般会計    
繰入金 

 医  療 
給付費 

・ 
後  期 
高齢者 
支援金 

・ 
介  護 
納付金 

 
など 

 
 

歳出 歳入 

現年度 
保険料 
調定額 

② 

＜保険料賦課総額＞

 
⑤所得割

④世帯割

③均等割

③÷被保険者数→ 均等割（Ｂ） 

④÷世帯数   → 世帯割（Ｃ） 

⑤÷所得総額  → 所得割（Ｄ） 

②＝①÷予定収納率

現年度 
保険料 
調定額 

⑥ 
（②と同額） 

減額・減免 

現年度 
保険料 
必要 

収入額 
① 

国県、他の

医療保険

負担金等 

 

 

 減額・減免

《     予算段階     》 《            賦 課 段 階             》 

30

20

50

【福岡市国民健康保険運営協議会において諮問している保険料】 
①÷被保険者数 
→ 一人当たり保険料（必要収入額）（Ａ） 

３ 保険料の算定方式と保険料率告示までの流れ 

 

 

 

 

 

  

 ① 算定方式 
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② 保険料率告示までの流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 前年の所得が確定する 

６月に保険料率を算定し 

告示します。 
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○  22年度予算における本市の一人あたりの保険料は、政令市の中で中位です。[表３] 

○  一方で、他都市と同一収入・同一世帯人数で保険料を比較すると、低所得者層では政令市

の中で中位となっていますが、所得割保険料がかかる中間所得者層＊にとっては相対的に重い

負担となっています。[表４] 

４ 保険料の現状について  

① 保険料の他都市比較 

 

     

 

 

＜保険料等の他都市比較＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

[表４]同一収入、同一世帯人数の保険料比較 

*中間所得者層：低所得者層を対象とした均等割・世帯割の法定減額に該当す

る所得を超え，限度額に到達する前までの所得階層 

給与収入９８万円 （円） 給与収入300万円 （円）

順位 都市名 保険料 順位 都市名 保険料
1 堺 26,568 1 仙 台 344,960
2 浜 松 25,900 2 神 戸 334,560
3 大 阪 25,423 3 堺 313,704

4 福 岡 313,600
7 福 岡 23,100

16 川 崎 16,380 16 静 岡 212,700
17 千 葉 16,230 17 千 葉 200,380
18 さ い た ま 13,500 18 横 浜 192,350

給与収入９８万円 （円） 給与収入300万円 （円）
1 浜 松 52,100 1 堺 389,904
2 名 古 屋 51,804 2 福 岡 379,500
3 横 浜 50,080 3 京 都 365,990

11 福 岡 42,800

16 札 幌 35,260 16 横 浜 199,850
17 川 崎 29,670 17 広 島 192,912
18 千 葉 29,110 18 川 崎 138,530

※１人世帯は40歳代。３人世帯は、40歳代２人＋子１人

※税方式の都市は、一定の条件による各種控除を加味

※保険料は、医療＋支援＋介護

［
１
人
世
帯

］

［
３
人
世
帯

］

［
１
人
世
帯

］

［
３
人
世
帯

］

[表１]一人あたり医療費 [表２]一人あたり一般会計繰入額 [表３]一人あたり保険料 
(H21決算） （円） (H22予算） 　（円） (H22予算） 　（円）
順位 都市名 医療費 順位 都市名 繰入額 順位 都市名 保険料
① 広島 353,216 ① 大阪 52,619 ① 川崎 110,649

② 北九州 352,967 ② 福岡 51,004 ② 浜松 110,338

③ 札幌 330,459 ③ 札幌 49,380 ③ 岡山 105,068
④ 岡山 323,803 ④ 仙台 42,609 ④ さいたま 104,529
⑤ 堺 315,528 ⑤ 北九州 39,966 ⑤ 名古屋 103,845
⑥ 神戸 311,948 ⑥ 名古屋 38,026 ⑥ 堺 103,311
⑦ 大阪 301,785 ⑦ 京都 37,684 ⑦ 横浜 102,915
⑧ 京都 299,381 ⑧ 神戸 35,209 ⑧ 広島 100,513
⑨ 新潟 297,676 ⑨ さいたま 34,702 ⑨ 仙台 96,316

⑩ 福岡 293,812 ⑩ 岡山 34,063 ⑩ 静岡 96,144

⑪ 仙台 279,738 ⑪ 新潟 30,307 ⑪ 福岡 94,994

⑫ 名古屋 277,819 ⑫ 堺 28,125 ⑫ 神戸 94,351
⑬ 静岡 274,023 ⑬ 川崎 27,027 ⑬ 京都 93,143
⑭ 浜松 273,366 ⑭ 横浜 27,008 ⑭ 新潟 93,142
⑮ 横浜 270,232 ⑮ 広島 23,654 ⑮ 札幌 90,803
⑯ 川崎 267,915 ⑯ 浜松 22,933 ⑯ 千葉 89,294
⑰ さいたま 266,844 ⑰ 静岡 22,018 ⑰ 大阪 85,252
⑱ 千葉 254,681 ⑱ 千葉 16,971 ⑱ 北九州 77,867
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○ 中間所得者層の保険料（所得割料率）の水準は主に、①一人あたり保険料、②賦課割合、

③被保険者の所得水準によって決まります。 

 

本市で中間所得者層の負担が重くなっている要因は、 

(1) 近年、低所得者層に配慮して均等割・世帯割を据え置いてきたことにより、結果的に 

所得割の賦課割合が大きくなっていること[グラフ１] 

(2) 本市国保に加入する被保険者の所得水準が低いこと[グラフ２] 

(3) 所得割を賦課する世帯の割合が低いこと[グラフ３] 

等と考えています。

本来の賦課割合
（条例本則）

現行の賦課割合
（H22・医療分）

所得割　５０ 均等割　３０ 世帯割　２０

所得割　５２ 均等割　２９ 世帯割　１９

保険料の総額

　　※所得＝（給与収入）－（給与所得控除）

500〔689〕万円
超, 3.4%500〔689〕万円

以下, 1.4%

400〔568〕万円
以下, 2.9%

300〔443〕万円
以下, 7.4%

200〔311〕万円
以下, 19.5%

100〔167〕万円
以下, 18.2%

未申告, 4.4%

33〔98〕万円
以下, 42.8%

金額は所得［給与収入］

所得３３万円 
（給与収入で98万円） 
（年金収入で153万円） 
以下の世帯が、全体の約半数を占めて

います。 
 これらの世帯には所得割が賦課され

ません。 

② 中間所得者層の負担が重くなる要因について      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

55.18

55.07

53.09

52.49

51.62

44.82

44.93

46.91

47.51

48.38

0 20 40 60 80 100

18年度

19年度

20年度

21年度

22年度

（％）

応益割のみ
賦課世帯
（均等割＋世帯割）

応益割・応能割
賦課世帯
（所得割＋
均等割＋世帯割）

[グラフ２]所得階層別世帯の構成割合（平成 22 年 12 月１日現在）

[グラフ１]H22 年度の賦課割合

所得割 50 均等割 30 世帯割 20 

所得割 52 均等割 29 世帯割 19 

33〔98〕万円

以下，42.8%

[グラフ３] 所得割賦課世帯の割合の推移 

所得割賦課世帯の割合が

年々減少傾向にあります。 

均等・世帯割が増えると低所得者層の負担増 所得割が増えると中間所得者層の負担増 

※　各年度６月末時点 （一般＋退職）
※　平成１７年度まで「市民税方式」、平成１８年度より「所得比例方式」
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73,999 73,999 73,999

28.7
29.4 29.7

30.8
31.3

31.8
32.3 32.7 32.9

605 563 577 613 610 604 598 593 590

420

662644

484

510
541 582

618

494

1,026 1,046 1,070
1,123 1,151

1,186 1,216 1,237 1,251

Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28

万円

億円

＜総医療費＞

＜一人当たり医療費＞

年度

実績 見込 予算（案） 推計実績

0～64歳

65～74歳

＜一人当たり保険料（医療＋支援分）＞

円

※平成24年度以降の医療費改定は無いものとして推計

※65歳以上と65歳未満のそれぞれの括りにおける一人あたり医療費は平成２３年度と同額に固定し、

　年齢構成の移動のみによる医療費の伸びを推計
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◇年齢階層別加入状況の推計

５ 今後の医療費推計について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

71,999 円 

○ 高齢化の進展に伴い、引き続き、総医療費及び一人あたり医療費は上昇する見込みです。 

 

○ 保険料を軽減するための一般会計繰入にも限界があり、平成 24 年度以降、保険料水準の引上げ

を検討する必要があります。 
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６ 医療制度改革の動向について  

 

① 広域化等支援方針について 

・ 福岡県が、平成 22 年 12 月 27 日付けで「福岡県市町村国保広域化等支援方針」を策定。 

 

＜主な内容＞ 

・ 広域化のための具体的な取組 

事業運営の広域化・・・医療費通知、特定健診の受診率向上対策等の共同実施等 

財政運営の広域化・・・保険財政共同安定化事業の拡大の検討 

県内の標準設定・・・・保険者規模別の目標収納率の設定等 

           ※ 目標収納率等を定めたことから、普通調整交付金の収納

率による減額措置については，厚生省令に基づき適用除外

となる見込み。 

 

 ＜今後の予定＞ 

・ 引き続き、「福岡県市町村国保広域化等連携会議」等の意見を踏まえ、県が主体となって

広域化に向けた環境整備が図られます。 

 

 

② 高齢者医療制度改革について 

  ・ 後期高齢者医療制度は、高齢者の方々を年齢で区別する等の問題があったことから、国に

おいて、平成 21 年 11 月に「高齢者医療制度改革会議」が設置され、後期高齢者医療制度に

代わる新たな制度のあり方について議論が行われた。 

 

＜高齢者医療制度改革会議における最終とりまとめ（平成 22 年 12 月）の主な内容＞ 

① 加入する制度を年齢で区分せず、75 歳以上の高齢者は国保か被用者保険に加入 

② 第一段階において、75 歳以上について都道府県単位の財政運営とする。 

③ 第二段階として、都道府県が策定する「広域化等支援方針」に基づき、保険料算定方式や

保険財政安定化事業の拡大などの環境整備を進めた上で、全年齢での都道府県単位化を図

る。 

④ 70～74 歳の医療費の窓口負担を現在１割から段階的に本来の２割負担とする。 

⑤ 国と地方の協議の場を設置し、費用負担や国保の運営のあり方等について具体的な検討を

行う。 

 

＜今後の予定＞ 

・ 平成 23 年の通常国会に法案を提出し、平成 25 年から施行する予定。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
高齢者医療制度改革会議資料から抜粋 
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７ 用語集 

用語 用語の解説 

国民健康保険 
相扶共済の精神にのっとり、市町村住民を対象として、病気、けが、

出産及び死亡の場合に保険給付を行う社会保険制度。 

保険者 保険事業を行う者。市町村。 

被保険者 

保険の利益を受ける者。資格要件は、当該市町村の区域内に住所を

有する者である。ただし、他の医療保険の適用を受ける者や生活保

護を受ける者などは、被保険者から除外される。 

保険料 

 医療給付費分 

国保事業に要する費用に充てるための徴収金のうち 

  医療給付に充てられるもの。 

〃後期高齢者支援分 〃 後期高齢者支援金に充てられるもの。 

〃介護納付金分 〃 介護納付金に充てられるもの。 

国庫支出金 国が財政面において行う各種の負担金、補助金の総称。 

療養給付費等負担金 

国保財政の基盤の確立と事業の健全な運営に資するため、療養の給

付並びに入院時食事療養費、入院時生活療養費、保険外併用療養費、

療養費、訪問看護療養費、特別療養費、移送費、高額療養費および

高額介護合算療養費の支給に要する費用並びに老人保健医療費拠出

金及び介護納付金の納付に要する費用について、国が定率の負担を

する負担金。 

財政調整交付金 
主に財政負担能力を考慮して配分される国の交付金。普通調整交付

金と特別調整交付金に分かれる。 

普通調整交付金 

市町村の間には医療供給体制の整備状況や産業構造等の相違によっ

て医療費や所得に差があり、財政格差が存在している。普通調整交

付金は画一的な測定基準によって市町村の国保の財政力を測定し、

財政力が一定水準以下の市町村に対して、その程度に応じて交付さ

れる交付金。 

特別調整交付金 

普通調整交付金の画一的な測定基準では措置できない特別の事情

（震災、風水害による保険料の減免や流行病などにより療養の給付

費が多額になった場合などの特殊事情による財政難の不均衡）があ

る場合に交付される交付金。 

療養給付費交付金 
退職被保険者等の医療給付に要する費用に充てるため、被用者保険

等の保険者の拠出金を財源とした交付金。 

前期高齢者交付金 

前期高齢者(65～74 歳)の医療費に係る保険者間の財政調整による交

付金。前期高齢者の加入率が全国平均を上回る場合に交付され、下

回る場合は拠出する。 

平成 20 年度に新設。 

県支出金 県が財政面において行う各種の負担金、補助金の総称。 

一般会計繰入金 被保険者の負担軽減のため一般会計から支出される繰入金。 

保険給付費 

療養の給付について保険者が負担する療養給付費、療養費、高額療

養費及び出産育児一時金等のその他の保険給付に係る支出金の合

計。 
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用語 用語の解説 

医療給付費 
療養の給付について保険者が負担する療養給付費、療養費及び高額

療養費の合計。 

療養の給付 
診察、薬剤または治療材料の支給、処置、手術その他の治療、病院・

診療所への入院、看護のこと。現物給付として行われる。 

現物給付 

保険事故が発生したときに直接、物またはサービスの形で行われる

給付（病気またはけがが発生した場合、これに対して療養、すなわ

ち診療、投薬、注射、手術、処置、病院への入院などが給付される）。

医療保険制度における療養に関する給付は現物給付が原則となって

おり、例外的にこれによることが不可能な場合などに現金給付が行

われる。 

現金給付 
保険事故が発生したときに支給される保険給付のうち、現金で支払

われるもの。 

療養給付費 療養の給付について保険者が負担する額。 

療養費 

医療保険制度においては、療養の給付が原則となっているが、保険

医療機関等が当該地域に存在しない場合、または被保険者の責に帰

し得ない特別の事由のため、現物給付を行うことができない場合、

一旦自費で療養を受け、事後に現金でその費用を保険者から受ける

もの。 

高額療養費 
被保険者が受けた療養に関する一部負担金の額が一定の額を超えた

場合、その超える額について保険者が給付する額。 

高額介護合算療養費 

医療保険及び介護保険の自己負担の合計額が著しく高額になった場

合、その超える額について保険者が給付する額。（平成 20 年４月よ

り施行） 

老人保健拠出金 老人保健法の規定により保険者が納付の義務を負う拠出金。 

後期高齢者支援金 
老人保健拠出金に替わり平成 20 年度から新設された拠出金。後期高

齢者医療の加入者の医療費に充てられる。 

介護納付金 
介護保険法に規定する介護給付及び予防給付に要する費用に充てる

ため保険者が負担する納付金。 

高額医療費共同事業 

各都道府県の国民健康保険団体連合会を実施主体として行っている

高額な医療費に対する再保険事業。 

対象は、レセプト一件あたり８０万円を越えるもの。 

保険財政共同安定化事

業 

県内市町村国保の保険料の平準化や財政の安定化を図ることを目的

とした事業。 

対象は、レセプト一件あたり３０万円を越えるもの。 

繰上充用 

会計年度経過後に至って歳入が歳出に不足して歳入欠陥を生じた場

合に、赤字決算を避ける非常手段として翌年度の歳入を繰り上げて

これに充てること。 

 

 


